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An Analysts Of As血i Shimbun's and Chunichi Shimbun's editorials on

the dam at the mouth ofNagara River's problem

Hitoshi NOHARA

1.はじめに

(1)研究の目的と意義

本稿では､長良川河口堰(以下､河口堰と略)問題に関する､朝日新聞(以下『朝

日』と略)および中日新聞(以下『中日』と略)の社説を量的･質的両面から分析し､

その特徴を検討することを目的とするものである｡

グローバル化･複雑化した現代社会においては､ある個人にとって､自己の生命･

生活･将来および所属する社会に関わることで､自分自身では直接見たり聞いたりで

きない情報は､テレビ･新聞･インターネットなどのメディアを通じてしか知ること

ができない｡また､そうしたメディアからの情報は､単に個人の認識欲求に応えるだ

けでなく､世界観･価値観ならびに特定の社会的な争点に関する意見･態度などを形

成する一つの重要な要因でもある｡さらには､こうした個人レベルにとどまらず､メ

ディアが提供する情報は｢世論｣ l形成にも大きなインパクトを与えるとともに､特定

の｢世論｣が形成されるよう､メディア事業者(および政治家など関係する諸個人や

組織)が情報操作を行うことも日常的に行われている｡

河口堰問題に関しても､一般の市民は､ (1)問題の所在そのもの､ (2)問題点の具体

的内容､ (3)問題をめぐる様々な動向､のほぼすべてに関して､メディアによって伝達

されるニュースなどによって認識するとともに､その認識を一因として､問題に対す

1メディアによる世論形成に関しては､ [岡田:2001] [岡田:2005]などを参照のこと｡
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る自己の意見･態度の形成を行っていると推測される｡

もちろん,上記のような因果関係(メディアが提供する情報が,特定の問題点に関

するオーディエンスの意見･態度形成の原因となっている)を立証するためには､対

象とするメディア･期間･情報の範蹄を明確にした上で､統計学的手法によって行う

必要がある｡しかし,本稿はこの因果関係を立証することを目的とするものではなく､

あくまでそうした因果関係が存在するという推測を前提として､あくまでも実際にオ

ーディエンスに伝達された社説の内容の特徴を分析することを目的とすることを改め

て強調しておきたい｡

(2)研究の対象

『朝日』 (東京本社版)と『中日』 (本社版)の社説について､河口堰計画が認可

された1973年7月31日の翌日である同年8月1日から2005年12月31日の期間内で,

河口堰問題を中心テーマとしているものを対象とした｡

数ある日刊紙の中から､ 『朝日』と『中日』の両紙を選択した理由は, 『朝日』に

関しては,総販売部数は815万部とトップ『読売』の約1033万部に及ばないものの､

全国紙として日本全体の世論形成に大きな影響力を有していることに加えて､東海三

県のシェアでは読売を上回るとともに, 『中日』に次ぐ二位であることによる2｡一方,

『中日』に関しては､総販売部数は約347万部で読売･朝日･毎日に及ばない上に､

販売地域も愛知･岐阜･三重･静岡･滋賀･福井･石川･東京(タイトルは『東京新

聞』)と限定されているものの､東海三県のシェアは57.8%と他紙を大きく引き離す

トップの座を占めており､同地区の世論形成に大きな影響力を有していることによる｡

なお,岐阜県が販売地域であり､県内のシェアが『中日』に次ぐ岐阜新聞については､

①同紙の社説の大部分が共同通信社によって配信されたものであること､ ②同紙の縮

刷版が発行されていないため,検証作業には膨大な時間を要すること､の二つの理由

から今回は対象外とした｡

なお,朝日新聞の1984年8月1日以降分と中日新聞の1987年4月1日以降分につ

いては,それぞれの記事検索データベース3を用いて､ ｢長良川｣ ｢河口堰(もしくは

｢河口ぜき｣ ｢河口せき｣ ) ｣の両キーワードでAND検索してヒットしたもののう

ち,前述の対象に該当するものを抽出した.また､データベース利用分以前のものに

ついては,両紙の縮刷版のすべてに実際に目を通して,同様の抽出を行った｡

2本稿で提示している発行部数･シェアなどについては､日本ABC協会｢新開発行社レポート普及率 2005年7-12

月平均｣に依拠している｡
3
『朝日』 (https://database.asahi.com/library/1ogin/1ogin.php) ､ 『中日』 (http://www.cnc.ne.jp/ip/)と

も,岐阜大学附属図書館経由で接続･検索を行った｡
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(3)分析の手法

35

まず検討事項に関する仮説を提示した上で,内容分析によって仮説の妥当性につい

て検証するという手法を本稿では用いる｡ここでいう内容分析とは,ベレルソンの定

義による｢コミュニケーションの明示的内容の客観的･体系的および量的な記述のた

めの量的な記述のための調査技術4｣を意味する｡具体的には､ある研究課題について,

①課題の解明のために必要な分析対象･範囲を選択する､ ②解明されると推定される

結果を仮説として提示する､ ③仮説を検証するためのフレームワークを設ける､ ④そ

のフレームワークに則って､対象となるメッセージを分析し､仮説の妥当性を検証す

る,という手順をとる｡

上記の①については, (2)で既に提示したので,次項では②と③を提示することとす

る｡

2.仮説とフレームワーク

(1)仮説とその根拠

【仮説: 『朝日』の社説は､量的には『中日』と比較して相対的に少なく､初見の時

期も遅い｡質的には河口堰建設に関して反対もしくは凍結の主張を行っている｡ 『中

日』の社説は､量的には『朝日』と比較して相対的に多く､初見の時期も早い｡質的

には河口堰建設に関して賛成もしくは推進の主張を行っている｡両紙とも社説の掲載

本数が最も多いのは､ 1990年代前半(1990-95年)である｡ 】

上記の仮説の根拠は､まず量的側面のうち掲載時期に関しては､筆者自身の個人的

な経験による推論と先行研究に基づく｡まず推論に関しては､ ①筆者は,河口堰建設

が認可された1973年には既に小学生で,なおかつ河口堰に近接する岐阜県西濃地域に

在住していたにも拘わらず,建設問題そのものを初めて認識したのは,東京に在住し､

大学四年生であった1988年のことであること, ②翌89年に名古屋のテレビ局に就職

し､間接的にではあるがマスメディア内部で河口堰問題への取材･報道の実態を垣間

見て､ 89年からテレビ局を退職する94年末までは頻繁に報道がなされていたこと､

③95年の運用開始後は同問題に関する報道が激減した印象を有していること､による

4

[Bel･elson:1952]
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ものである.一方,先行研究に関しては,社説ではなく一般記事本数についての経年

変化とし.て, 88年-131本, 89年-209本､ 90年-1972本, 91年-1458本, 92年-

1504本, 93年-1510本, 94年-1463本､ 95年-1278本､ 96年-401本､というデ

ータがあり5,社説も同様の傾向を示していると考えられるためである｡

次に両紙の掲載本数ならびに初見時期に関する相対的比較に関しては,両紙の販売

地域の相違に基づく推論に基づいているoすなわち､ 『朝日』は販売地域が全国であ

り､社説で取り上げられる論点は,主な販売地域が東海三県である『中日』と比較し

て多様であると考えられるため,掲載本数は少ないと推測される｡また初見時期に関

しても,全国紙である『朝日』が一地方の問題を社説で取り上げるのは､その間題が

個別的･特定的なものにとどまらず､全国的な問題として一定の普遍性を有している

か､もしくは全国的に注目されていると判断される場合であり､そうした制約がない

『中日』よりも遅くなると推測されるのである｡

一方で質的側面に関しては､第一に,本多勝一が述べているように6､全国紙は外国

の問題や特定地域の問題に関しては批判的な視点から報道する一方で､政府や政治経

済体制を根本的に揺るがすような問題に関しては決して批判を行わず,また地方紙は

外国の問題や｢中央｣の問題は批判的な視点から報道する一方で､当該地域の政治経

済体制･状況を根本的に揺るがすような間遠は批判しないと考えられ､従って､名古

屋を中心とする中部政財界が推進する河口堰建設に関して､ 『中日』は同政財界と密

接な関係にある7ことから､賛成もしくは推進の主張を展開していると推測されるので

ある｡また『朝日』に関しては､第一で挙げた理由に加えて､同紙が他の全国紙と比

較して､政権与党の政策に対して批判的な主張を行うケースが多いという個人的印象

から､建設に関して反対もしくは凍結の主張を展開していると推測されるのである｡

(2)検証のフレームワーク

解明すべき課題と仮説でも明示したように,量的側面と質的側面の両面を検証する

必要があるが,両紙ごとに量的側面と質的側面のマトリックスを作成する形で行うこ

とにする｡具体的には,まず年度別に掲載本数をカウントした上で,各社説の内容を､

①建設(もしくは運用)に賛成, ②建設(もしくは運用)に条件付き賛成-推進､ ③

両論併記､ ④建設(もしくは運用)に反対､ ⑤建設(もしくは運用)を凍結､ ⑥論点

の列挙など賛否に触れない､に分類することとする｡この分類にあたっては､各社説

5
[公共事業とコミュニケーション研究会: 2002] p･47の図1-1のデータに基づく｡

6
[本多:1984]

7たとえば､大島宏彦社主(元会長)は名古屋商工会議所の副会頭を務めるなど､歴代の社主は名古屋財界の首脳と

しての役割も担った｡
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のテクストを解読･解釈するわけであるが,特に定式化された基準を用いるのではな

く,一つ一つの社説を具体的･個別的に読み解いて判断を行うこととする0

3.検証

(1)量的側面

量的側面に関する仮説は､先述の通り, ① 『朝日』は『中日』よりも掲載本数が少

ない, ② 『朝日』は『中日』よりも初見の時期は遅い､ ③両紙とも社説の掲載本数が

最も多いのは1990年代前半(1990-95年)である､というものであった｡そこで､

両紙における河口堰問題に関する社説の掲載年度と本数をまとめた結莱( 【表1】参

照) , ①･②とも正しかった｡また③についても､ 1990年代前半に掲載された本数の

全体に占める割合は, 『中日』が76.9%(13本中10本) , 『朝日』が54.5% (11本中

6本)といずれも過半数を占め､他の時期に比較して圧倒的に多いので,正しかった｡

また､仮説に関する以外の特徴としては､ ①『中日』は, 78年･79年と2年連続し

て取り上げたあとは10年間まったく取り上げておらず､また運用開始後もまったく取

り上げていない､ ② 『朝日』は運用開始後も取り上げている､という点を挙げること

ができよう｡

【表1】

掲載年 本数

EEZE] 1

EEEE] 2

EEEEl 1

EEEZd 3

1996 1

1998 1

EEEg 1

Em 1

計 【¶

(2)質的側面: 『朝日』

『中日』

掲載年 本数

EEEil 1

1978 1

1989 1

1990 同
EEEZ] 1

EEEE] 田
EEEEl 1

1994 4

1995 1

計 13

質的側面に関する仮説については,両紙それぞれについて掲載年度の早い順から､

タイトルと内容を個別に検証することで､その正否を問うこととする｡なお,検証に
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あたっては,まず対象とした社説の掲載日時･タイトル･本文(ゴシック体で表記;

河口堰に直接関係しない部分については省略)を示し,その後に内容分析の結果を記

すこととする｡また,肩書き･団体名などはいずれも掲載当時のものをそのまま用い

ている｡まず『朝日』については､下記の通りである｡

① 1989 (平成元)年10月27日: ｢長良川河口堰は必要なのか｣

【本文】

長良川河口堰(せき)の建設が本格的に始まった.建設省が構悲を明らかにしてから約3

o年｡基本計画の閣議決定から2 1年｡経えることなく続いてきた｢建設反対｣の声を押し切

っての着工である｡その後も反対運動が盛り上がっているのは,納得できる就明が行われて

いないからだろう｡時期をやや失したことは承知のうえであえて問いたい｡激動の4半世紀を

経過したいまも､河口堰は本当に必要なのか｡

河川の人工的管理が進むわが国には､本流にダムのない川は四国の四万十川､北海道の釧

路川､そして長良川ぐらいしか残されていない｡長良川は数少ない｢川らしい川｣なのである｡

その意味で､この川は涜域住民の誇りであり,自然の価値を見直し始めた国民の共有財産とも

いえるだろうoその長良川に堰をつくるからには､よlまどの必要性がなければなるまいo

堰建設の大きな目的が利水にあることは､ 1 500億円にのぼる事業費のうち63%を愛

知､三重両県と名古屋市の利水3団体が負担することでも明らかだ｡治水費は残る3 7%で,

これが国の負担分である｡つまり､河口堰は3つの自治体と国の共同事業であり､水資源開発

公団は工事の担当者ということになる｡問題なのは､共同事業者の自治体にとって,堰建設が

重荷になってきたことだ｡長良川の河口に幅6 6 1メートルの長大な堰をつくり､上流に水を

ためる｡利水団体の2県1市は事業費を支出する代わりに毎秒22. 5トンの水を取り､工場

や家庭に売って収支を合わせることになっている｡ところが,高度成長期に予測した水需要は

その後,節水技術の進歩や産業構造の転換などによって､大幅な下方修正を迫られた｡たとえ

ば,三重県が河口堰事業につぎこむカネは最終的には8 0 0億円に達するといわれるが,そう

して得た水が売れる見通しはほとんどない｡自民党三重県連はたまりかねて党本部や関係省庁

に｢堰建設の延期または中止｣を求めたほどである｡愛知県や名古屋市は三重県はど深刻では

ないが,水余りであることに変わりはない｡最後のツケを支払わされるのは住民である｡いま

からでも遅くはない｡弄り水団体は水需要と収支の見通しを公表し､堰建設の是非について､住

民の判断をあおぐべきではないか｡

建設省や公団は｢堰建設の最大の目的は治水だ｣と説明している｡長良川はしばしば大洪

水が発生し, 1 3年前にも決壊した｡たしかに安全な川とはいいがたい｡洪水を防ぐには､堤

防をかさ上げしたり､川幅を広げればいいが､これだと,川沿いの土地や家屋が犠牲になる｡

そこで､河床をしゅんせつする方法を選んだ｡ところが,河床をさげると,海水がそ上して塩
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害が生じる恐れがあるので､堰をつくって塩水を遮断しようというわけだoだが,堰をつくれ

ば水をせき止め,かえって洪水の危険がますのではないか,といった様々な疑問が反対派の人

たちなどから繰り返し出ているのも事実である｡洪水対策には流域住民の生命財産がかかって

いる｡こうした疑問を解消しないまま､堰建設を強行しても住民の不安は消えないだろう｡

アユやサツキマスなど豊富な生物に恵まれた長良川の特色が､堰建設によって失われてい

く意味は重い｡自然と治水が共存する第3の道はないのだろうか｡そのためにカネが余計にか

かっても,いまの日本なら十分に対応できるはずだ｡長い目で見て,工事を急ぐのは得策では

ないと思う｡

39

【検証】

文頭からも明らかなように､建設の本格化に伴って掲載されたものである｡文脈は､

｢建設開始とこれまでの経緯-河口堰の必要性についての問題提起-長良川の特質の

説明-利水目的の説明と問題点の紹介-建設の是非に関して住民の判断を仰ぐべきと

の提言-河口堰による治水効果への疑問の提示-工事を急いで進めることへの疑問の

提示｣となっている｡また諭旨は､ ｢全国でも数少ないダムのない川であるとともに､

豊富な生物に恵まれた長良川に河口堰を建設するにはよほどの必然性がないといけな

いが,堰建設の本当の目的とも言える利水に関しては水余りであり､治水についても

堰建設がかえって逆効果になる可能性もある｡したがって､堰建設を弓虫行するのは良

くない｣とまとめることができよう｡

文面には､いたる箇所に建設推進に疑問を呈する表現が見受けられる.第一段落で

は､ ｢絶えることなく続いてきた｢建設反対｣の声を押し切っての着工｣と｢その後

も反対運動が盛り上がっているのは､納得できる説明が行われていないからだろう｣

という表項で,間接的ではあるが建設開始への疑問を示している｡第二段落で､全国

でも希少な長良川のようなダムのない川について､ ｢流域住民の誇りであり,自然の

価値を見直し始めた国民の共有財産｣とプラスの価値評価を行ったうえで､ ｢その長

良川に堰をつくるからには､よほどの必要性がなければなるまい｣として､必要性の

根拠に高いハードルを課しており､これも間接的な疑問の提示といえよう｡そして第

三段落では,利水面における根拠の脆弱性に関して,水余りの具体的なデータを示す

と同時に､与党である自民党の地元関係者までもが堰建設の延期･中止を求めている

というエピソードを紹介し､最後に｢最後のツケを支払わされるのは住民である｡い

まからでも遅くはない｡利水団体は水需要と収支の見通しを公表し,堰建設の是非に

ついて,住民の判断をあおぐべきではないか｣として､直接的に堰建設をいったん中

止するように求めている｡第四段落では,長良川の治水の必要性を認めつつも､堰に

よる治水効果に関して, ｢堰をつくれば水をせき止め､かえって洪水の危険がますの


